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I 序論

今日の経済地理に見られる最も顕著な特徴は，

経済活動の都市への集中であろう。現在，ほと

んどの先進国，および，多くの発展途上国では．

実に，人口の70％以上が都市に居住しているの

である (UnitedNations 1993)。しかも，多くの

国または地域において，ごく少数の大都市に，

人口および産業活動が極端に集積する傾向があ

る。これら地域経済の中心となる都市の位置お

よび規模は，一体どのようなメカニズムにより

決定されるのであろうか。

現在存在する都市の多くは，河川や海岸に輸

送ハプとして誕生し，発展してきた。例えば，

東・東南アジア諸国では．バンコク，シンガポ

ール，ジャカルタなど，港湾都市への人口およ

び製造業の集中は著しい。このことは，これま

でに多くの経済学者および地理学者ぼ 1)が示し

てきたとおり．港湾では多地域に分散した生産

要素や生産物市場への輸送アクセスが比較的良

54 

好であるという，いわゆる輸送ノードのハブ効

果によるところが大きいであろう。

しかし，シカゴやパリをはじめとするアメリ

カ合衆国やヨーロッパの港湾に位置する大都市

は，水運における地理上の利点が重要でなくな

った後もその規模を保ち（またはさらに成長し），

今日に至っているものも多く見られる。もし地

理上の利点が経済集積の主要因であるならば，

これらの港湾都市はすでに衰退したはずであろ

う。このことは，明らかに，こうした港湾都市

の継続的な繁栄の背後には，地理上の利点の有

無に依存しない，何らかの自己増幅する集積の

経済が存在していたことを示している。また，

輸送手段は変化しても，主要都市には鉄道，道

路，空運などの新しい輸送ノードが立地してい

ることから，今日においても，輸送ノードのハ

プ効果が人口および産業の立地に大きな影響を

与えていることが確認できる。

こうした点に着目して，本論では，輸送網の

構造が集積の経済とハブ効果との相互作用を通

して都市システムの空間構造に及ぽす影響を明

らかにする。こうした分析は，地域経済開発の

観点からも有益である。例えば，多くの開発途

上国（東南アジア各国など）では，少数の主要都

市（バンコク，ジャカルタ，マニラなど）に過度の

経済集積が見られ，その分散化が問題となって
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いるが，各国政府による後進地域への産業の分

散立地政策の効果は低い。また，ヨーロッパで

は，高速鉄道網，高速道路網．海峡横断トンネ

ル・橋梁など，国境を越えての輸送網の拡大が

急速に進められている。それは，先進地域・都

市間だけでなく後進地域・都市も網羅するもの

である。こうした交通基盤の改善は，ヨーロッ

パの後進地域・都市を活性化することができる

であろうか。本論では，先進・後進地域間の交

通・輸送アクセスを改善することが，必ずしも，

後進地域の産業立地を誘発するとは限らないこ

とが示される。すなわち， もし後進地域がどの

産業にも絶対優位を持たないならば，先進地域

との輸送アクセスが改善されることにより，後

進地域では先進地域に立地する企業との競争が

激化し， ともすれば，後進地域に立地する既存

の企業までもが消滅する恐れもあるのである。

このような状況の下では，むしろ，一時的に先

進地域との輸送アクセスを悪化させることによ

り，後進地域の産業保護を行うことが望ましい

場合もある。このような議論は，明らかに国際

経済学における幼稚産業保護論や開発経済学に

おける拠点開発理論に関する議論とも密接に関

係していることは言うまでもない。

本論は次のように構成されている。第II節で

は，本論の理論的基礎となる Fujitaand Mori 

(1996) によるモデルの基本構造を紹介し，都

市形成における輸送ノードが持つ優位性につい

て直感的に説明する。第III節では，まず，（本モ

デルにおいて）都市形成の主要因である集積の

経済を独占的競争モデルを用いて導人し，都市

形成条件を導くのに有益な“市場ポテンシャル

曲線＂の概念を紹介する。この市場ポテンシャ

ル曲線を用いて，集積の経済と輸送ノードのハ

集積の経済と輸送のハプ効果による都市形成メカニズム

プ効果の相互作用による都市形成のメカニズム

を説明する。第W節では，前節の分析結果を応

用して，後進地域における輸入代替産業の育成

や人ロ・産業の過度の一極集中の是正など，地

域間で人ロ・産業の分散立地を誘発することが．

適切な交通政策を用いることにより可能である

ことを示す。最後に，第v節で本モデルの説明

カの限界，および，今後の研究の方向性につい

て述べる。

（注 1) 例えば， Mills (1972), Goldstein and 

Moses (1975), Schweizer and Varaiya (1976, 1977)。

II モデル

以下では，本論の理論的基礎となる Fujita-

Moriモデルの基本構造を紹介する。まず，経

済は 2つの地域， 1と2から成り，それぞれ，

1次元の連続立地空間Xぃふを持つ。それぞれ

の立地空間の座標原点は， 01,02とする。両地

域は均質であり，土地が密度 1で一様に分布し

ているとする。また，地域 1は地点 bに，地域

2は原点伍に，それぞれ港を有し，地域間の

物流はこの 2港を通してのみ可能であるとする。

ここで，港間の経済距離は地上輸送距離換算で

c(>O) とする。さらに，生産関数および効用

関数は立地点に依存せず，土地以外の生産要素

はすべてゼロ費用で可動であるとする。このこ

とは，どちらの地域にも，先天的には財の生産

の優位性が存在しないことを意味する。つまり，

各地域の特化パターンは，集積の経済よる都市

の形成をもって内生的に決定されるのである。

集積の経済は， Dixitand Stiglitz (1977)によ

る独占的競争モデルを用い，差別化された消費

財 (M財）の多様性と同財の生産における収穫
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逓増から発生するとしている。形成された各都

市ではこれらの差別化されたM財が生産され，

後背地では土地集約的な農産物 (A財）が生産

される。

消費者は労働者と地主から成る。簡単化のた

め，地主は土地に固定され非可動であり，その

地点にて地代収入のすべてを消費に支出すると

仮定する。各消費者は，同質なA財と差別化さ

れたM財のバラエティを消費して効用を得る。

効用関数は全消費者共通で，

U＝ぷ（Jn砂（w)p心）aM/p

゜
とする。ここで， ZAはA財の消費， ZM徊）はイ

ンデックス wE[O, n]のM財バラエティの消費

密度，また， aA+aM=l, pE (0,1)は代替パラ

メターである。 Pの値が小さいほど消費者のM

財バラエティに対する嗜好が強いことを意味す

る。消費者は，名目所得Y, A財およびM財の

価格PA,PM (・）を所与として，予算制約

PAZA+ 1n P心）z心）dw=Y

゜
の下で効用を最大化する。結果として，間接効

用関数

U=Ya;り aかPAUAifn匹 (w)-Ydw「“'ÌI

゜
が得られる (y=p/(1~p) ）。したがって，消費者

の効用レベルは．（名目所得および価格が一定の

もとで） M財のバラエティサイズが増大するに

つれて上昇することが分かる。

A財は．レオンチェフ型技術により，労働aA

単位と土地 1単位を投入して生産される。各M

財のバラエティは，労働のみを投入し．収穫逓

増技術により生産される。つまり．生産量Qを

達成するための総労働投入量Lは．固定労働投
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入量f と変動労働投入量aMQ の和， L=J+a~

となる。

輸送費用はサミュエルソンによるアイスベル

グ型 (Samuelson1954)を仮定する。すなわち，

1単位の i財 (i=AまたはM)が，距離dだけ

輸送されれば． exp(-r;d)単位だけ目的地に

到着するのである（らは正の定数）。ここで． 2 

つの港間の輸送費用は地上距離Cの輸送費用に

等しいため． 2地域からなる立地空間をX=X1

uふと定義すると，各 2地点x,y EXの経済

距離d(x, y) は次のように書ける。

d(x, y)= 

lは一y|if x. y EX, for thesame i 

lx-bl+c+lyl if x EX1 and y EX2 

(1) 

次に． M財を生産する企業 (M企業）が．地点X

EXに立地するとき利潤が最大となるような，

f.o.b.価格PM位）を選ぶと，アイスベルグ型輸

送費の下では，地点 yにおける地点ェで生産さ

れたM財の価格は次で与えられる。

P叫ylx)=PMに） er叫 (x,y) (2) 

この乗数型輸送費の下では，すべてのM財につ

いて．総需要の (f.o.b.)価格弾力性が消費者の

空間分布にかかわらず同一になる。したがって，

労働賃金率W(x)を所与とすれば， M財の f.o.b.

価格は次のように決まる。

P以x)=aMW（ェ）／p (3) 

さらに， M企業のゼロ利潤の条件から，均衡で

の各M企業の生産量Q*，および，労働投入量

L＊は，次のように導かれる。

Q*=yf I aM 

L*=J(l+y) 

(4) 

(5) 
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III 集積の経済とハブ効果による

都市形成のメカニズム

本節では，前節で紹介された基本モデルを用

ぃ，都市位置の決定プロセスを説明する。まず．

この経済に属する各個人は微小であり，政府や

ディベロッパーの存在は考慮されていない。そ

のため．都市の位置および規模は，歴史的な要

因と，多数の微小な経済主体の相互作用による，

自己組織化の結果として決定されることになる。

したがって，都市の形成は内陸においても港に

おいても可能なのである。すなわち，港湾都市

は，都市における集積の経済に加えて，輸送ハ

ブとして優位であるが，大都市が何らかの歴史

的要因で内陸に形成されれば，集積の経済によ

り地理的利便性を持たずして存在し続けること

も可能なのである (it1）。したがって，まず， ど

のような条件の下で，都市が港湾に，または，

都市が内陸に形成されるのかを明らかにするこ

とが重要である。

まず，経済の人口規模Nが非常に小さく，す

べてのM企業が単一都市に集積している（つま

り，経済が一極集中型である）状況を想定する。

また．都市は．歴史的な背景から地域 1の原点

Oi(すなわち， X1=O)に位置していると仮定す

る。すると，経済の人口規模が十分小さければ，

農業後背地は地域 2に及ばず，地域 1の都市の

周囲のある区間 [-Q,Q](f<b)のみに農業後

背地が広がり． A財が生産されることが分かる。

一般には， M企業は，市場規模が大きい反面競

争が激しい都市から．市場規模は小さいが（輸

送費用の存在のために）競争の激しくない後背

地に立地するインセンティブを持つ可能性があ

集積の経済と輸送のハプ効果による都市形成メカニズム

る。しかし．経済の人口規模が十分に小さいと

きは，農業後背地は小さく（すなわち．都市に

近接しており）， したがって，競争の程度も都市

と変わらず，市場規模も小さいため， M企業は

都市から逸脱するインセンティブを持たないの

である。

ここで，人口が徐々に増加してゆくとする。

すると，人口増加により A財の需要が増大する

のに伴い，農業後背地も増大し， Q>b+cを

満たせば．都市の農業後背地は，港仇を通し

て地域 2にも拡張する。このとき，地域 2にお

ける牒業後背地は．港0バこついて対称に．区

間 [-Q+(b+c),Q-(b+c)］に広がること

になる。したがって． 2地域の貿易が2つの港

(bと0りを通して始まり，地域 1はA財を．

地域 2はM財を輸入することになる。

ここまでは．すべてのM財は．地域 1に位置

する単一都市において生産されると仮定してき

たが．人口増加が続けば． M企業がこの単一都

市に集積を続けるとは限らない。なぜなら．都

市規模が増大するにつれて農業後背地も拡大す

るため，都市と後背地の間での． M財およびA

財の輸送費用も増大するからである。このこと

は．人口規模が十分大きくなれば． M企業が既

存の都市から後背地に移動することにより，後

背地に新たな都市が形成される可能性があるこ

とを意味する。とくに，地域 2の農業後背地が

拡大し， 2地域間の貿易が増大するにつれて．

M企業の立地点として． 2つの港 (bと02)が

有利になることは明らかである。それは，すべ

ての地域間貿易がこれら 2港を通して行われる

ために発生する．輸送ノードのハブ効果による

ものである。

以下では．まず．すべてのM財が地域 lの地
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点01において生産されていると仮定して，こ

の一極集中経済の均衡条件を導き，次に，市場

ポテンシャル曲線の概念を用いて新都市の形成

地点を調べることにする。

1. 一極集中均衡

ここでは，人口Nが十分大きく， t>b+c

となる場合，すなわち，地域 2まで農業後背地

が拡大した状態を仮定する。都市におけるA財

の価格をニューメレールとすると，各地点での

A財の価格は

凡 (y)=exp（一てAd(Oぃ y))

となる。 A財 l単位は，労働aA単位と土地 l単

位を投入して生産されるから，各地点yでの地

代は

R(y)=max IPパy)-aAW(y), 01 

となる。ここで， W(y)は，地点 yにおける均

衡労働賃金率で，すべての労慟者が同一の効用

レベルを達成することから，地域 1における農

業後背地の端点 0が与えられれば，次のように

得られる。

W(y)=-~e ―UMい＋ <M)'e (UM<"ーり叫 (0,,y) 

(6) 

次に，農村（労働者）人口をNA, 都市人口をN

(O1)とすると，

ふ ＝2aAl2i-(b+c)I

N(01) =N-2aA IU -(b +c)I 

となる。また，（5）式から， M財のバラエティサ

イズnは

n= [N-2aA lU -(b +c)I ]/ /(1 +y) 

となる。したがって，しが決まれば，すべての

未知変数の値は，一意的に決定されることにな

る。

均衡での iの値は， A財の市場均衡条件から

次のように導出される。まず，都市におけるA
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財の需要量は

aA WW1)N(01) 

である。次に，都市におけるA財の供給量であ

るが．地域 1の各地点において． A財の超過供

給は

1 -(CY A Y (y) / Pパy))=l-aA=aM 

であり，輸送費用を考慮すると．地域 1から都

市に供給されるA財の量は

aM『凡(y)dy 
-I 

と書ける。同様に，地域 2で生産され都市へ到

着するA財の量は

吋 tー（ b+C)凡 (y)dy 
-t+(b+c) 

となる。 A財の需要と供給を一致させるような

Qの値いを求めると，それが一意的に決まる

ことは容易に確かめられる。さらに， Q*=Q*(N)

はNの連続増加関数であり，

Q*(O)=O, Q*(oo)=oo 

となる。

最後に，この一極集中型地域経済システムが

均衡であるためには，都市において各M企業が

ゼロ利潤を達成し，かつ，各M企業が後背地に

立地して非負の利潤を得ることが不可能（つま

り， M企業が都市から逸脱するインセンティブを持

たない）でないとならない。この立地均衡条件

を求めるために，あるM企業が都市から離れて

地点X EXに立地したとする。ここで， D(x) 

を，このM企業が生産するM財に対する経済全

体からの潜在的需要量とすると，企業の利潤

は

冗 (x)=aめ―1W(x)(D(x)-Q*) 

となり，これは

冗 (x)~ 0⇔ D(x)之Q*
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を意味する。ここで．市場ポテンシャル関数

Q (x)を次のように定義する。

Q (x)三 D(x)/Q* 

すると．

冗 (x)~ 0⇔ Q(x尺l

となり，立地均衡条件は，

Q (x)名 1 for all x EX  

および，

(7) 

(8) 

Q (Oi)= 1 (9) 

となる。すなわち，この条件の下では， M企業

は，都市以外の地点では非負の利潤を得ること

ができず，また，都市においては，ゼロ利潤を

達成するのである。

2. 市場ポテンシャル曲線と都市の形成

前節で紹介した市場ポテンシャル関数の概念

を用いて，地域 lと地域 2内の地点における市

場ポテンシャル関数を，それぞれ，釘（ふ）と

幻（ゎ）とする。すると，定義により，

鉛（ふ）＝ iD(O1；ふ）＋D(Al；ふ）

集積の経済と輸送のハプ効果による都市形成メカニズム

Ql2 (X1)三 D(A2:x2)/Q*

e—り (b+c) -e—湛

=aA 
1 +e -,,(b+cl-2e2e―湛

X e-ryふ I+F M(b +Ir, Hb→ |） 

ここで，

り＝ （l+y)(a叩 M-aA口） ＋y”M 

(13) 

である。これらの市場ポテンシャルの値が，都

市以外で 1に満たないときに，立地均衡条件が

満たされるが，その条件は，当然，モデルのパ

ラメターの値に依存する。とくに，都市形成が

可能なパラメター領域は限定的である。本論で

は，都市形成における（つまり都市形成が可能な

パラメター領域においての），集積の経済とハブ

効果の相互作用のメカニズムの説明が目的であ

るため，関連するパラメター領域の詳細な導出

は行わず，パラメター領域の限定性に関しては，

以下で，直感的に解説することに留める（注2)。

まず， もし

+D(AZ;xi)I/Q* for Xi EX1 (10) (l+p)aが M<aATA 

釦 (m)＝ID(O1；x2) +D(Al:x2) ならば，すべてのNの値に対して，都市近傍で

+D(A2；む）｝ IQ* for x2 E X2 (11) 

となる。ここで， D(01;ふ）は，地点X1EX1 

に立地したM企業の生産するM財に対する都市

からの需要量，また， D（A1;x,)とD(AZ;X;) 

とは，同企業の生産財に対する，地域 1と地域

2のそれぞれの農業後背地からの需要置である。

(10)式および(11)式を正確に記述すると，次のよう

になる。

Qllい）三 WW1;xi) +D(Al；ふ）IIQ* 

= e -立|［a正 aA 1-e —這•一•一
l+e-,,(h-'-c) -ze・・c,t 

X (1 +yr Mlr,'e 2rcMv!?__~dy)] 

(12) 

市場ポテンシャル値が 1を上回り，立地均衡条

件は満たされない。つまり， A財の輸送費用が

柑対的に高ければ， M企業および労働者の都市

への集積は，都市でのA財の価格の高騰につな

がり，それに伴う都市での労働賃金率の上昇を

招く。この場合， M企業は都市よりも労働賃金

の低い後背地を選んで立地することになり，都

市は形成されない。したがって，以下では，常

に次の条件が満たされていると仮定する。

aA互く (l+p)aMてM (14) 

この条件の下では， M財の差別化の度合いが非

常に高く， A財の輸送費用が相対的に小さいと

き，すなわち，

59 



1998080062.TIF

p<aM-aAにり'M)

のときは，都市における集積の経済が非常に強

く，すべての正の人口規模について一極集中経

済は均衡となる。

逆に． M財の差別化の度合いが低い場合．っ

まり， p>aMのとき， Nが増加してゆけば，有

限なNにおいて農業後背地で市場ポテンシャル

値が 1を上回り，必ず，新たな都市が形成され

る。これは． M財の差別化が低く相互に代替が

可能なため． M企業は都市から離れた後背地に

立地することにより．そこでの， M財の地域需

要を独占することが可能になることによる。ま

た．農業後背地は経済の人口規模が増大するに

従って拡大し．それに伴い．後背地でのM財の

需要も増大するため． M企業にとってより有利

な立地点となるのである。

最後に， pが中間値をとるとき，つまり，

aM-aA（互/TM)<p <aM 

のときはどうであろうか。この場合． もし港が

存在しないとすれば．つまり C =ooならば．す

べての正の人口において新たな都市の形成は

ない。しかし． 2つの港が適当な距離にあれば

図1ポテンシャル曲線

(a) O,曲線

1.0-

I 
＇ ＇ 

／ ¥i  ， ， 

' 
＇ 
＇ 

o.sl—: ＇ 
＇ 
＇ 

＇ : Q,（か） ＇ 
＇ ， 
＇ ， ， ， ， 
＇ ， ， 
＇ ， ， 
＇ 

＇ 
， 

ー' ＇ ＇ 
＇ ＇ 

゜
， 

＇ ＇ 
-2 -e -1 01 £ 2 

(b) 年曲線

1.0f 

ハ／ 
0 51- Q2（エ2)

o L--―-―-
-2 -£ +(b+c) 0 02 £ -(b+c) 2 

（出所） 筆者作成。

（つまり． bが小さ過ぎず，大き過ぎず，また． C (a)は地域 1'図（b）は地域 2における市場ポテン

が十分小さければ），人口規模が十分に大きいと シャル曲線を示している。まず，都市が位置す

き，どちらかの港に都市が形成される。 るふ＝ひでは，都市における集積の経済のた

以下では，集積の経済とハブ効果の相互作用 め，市場ポテンシャル曲線は都市の位置で鋭い

が明確な， p>aMの場合についてのみ考察する。 カスプを持ち，市場ポテンシャル値は都市から

図 1は，この場合の典型的な市場ポテンシャル 離れるにしたがって急激に減少している。つま

曲線をプロットしたものである。パラメター値 り，競争の激しい都市の近傍は，都市集積の影

は知＝aA=0.5;aM=/=I; aA =0.5; p =O. 75: に覆われることになり． M企業が立地しても非

b =0.3; c=O.l:N=lO(f=l.7)と設定してあ 負の利潤を得ることができないのである。とこ

る。とくに， ろが，都市から十分離れた後背地では，競争度

Q=l.7> b + c =0.4 も下がり． M企業の立地優位性が向上するため．

であり．農業後背地は地域 2に達している。図 市場ポテンシャル値は上昇する。また，地点 b
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および02に位置する 2つの港では，輸送ノー

ドのハブ効果のため，市場ポテンシャル値はさ

らに上昇していることが確認できる。したがっ

て，経済の人口規模が増大し，農業後背地にお

けるM企業の立地優位性が向上してゆくとき，

集積の経済と港のハブ効果のバランスによって，

新たな都市の形成地点は，地域 1または地域 2

の都市から十分離れた後背地，あるいは，地点

bまたは伍に位置する港のどちらにもなり得

ることが観察できる。

人口規模が増大していったとき，実際に，ど

こに都市が形成されるかは， 2つの港の位置に

より，次の 4つの場合に分類できるは3)。

第 1ケース：両港が既存の都市に近接してい

る（つまり b+cが非常に小さい）場合—―•-

この場合， どちらの港も都市集積の影に覆

われることになり，人口が十分大きくなる

と， M企業は港ではなく，都市集積の影を

避けて，地域 1または地域 2の，都市から

十分離れた内陸地点に立地し，新都市を形

成する。

第 2ケース：両港とも既存の都市力予戌F常に

離れている (bが非常に大きい）場合ー一こ

れは．第 1ケースと逆の場合で，どちらの

港も都市から離れているため，地域 2にお

ける農業後背地も小さく．地域間貿易の規

模も小さい。したがって，港は都市集積の

影からは離れているものの，発揮できるハ

ブ効果は小さ<,M企業の立地点としての

優位性を持たない。ゆえに，新都市の位置

は．主として．集積の経済の程度によって

決定され，地域 1の都市と港の間の内陸地

に形成される。ここで，新都市が，既存の

都市に対して港と逆の方向に形成されない

集積の経済と輸送のハブ効果による都市形成メカニズム

のは，多少なりとも港のハプ効果が働き，

港側の後背地が比較的優位になるためであ

る。

第 3ケース：地域 1では都市と港が近接する

(bが非腐に小さ}))が，都市と地域 2の港

は“程よく’'離れている (b+Cが第 1こ2

ケースの中間値）場合一ー第 1ケースと同様，

地域 lの港は，都市集積の影に覆われるた

め， M企業の立地はないが，地域 2の港は，

都市から十分離れながら，ハブ効果を十分

発揮できるだけ都市に接近している。した

がって，人口増加に伴い，地域 2の港に新

都市が形成されることになる。

第 4ケース：地域 1では都市と港は“程よく”

離れておりリ両雌域が近接する (Cが小さく．

E+Cが第 1.2 ケースの中間値）場合―—

地域 1の港に，第3ケースにおける地域 2

の港と同様の優位性が生じ，人口規模が十

分増大すれば，都市が形成される。

（注 l) 例えば，韓国のソウルは港湾都市ではな

<, 100キロ離れた仁/II（インチョン）がソウルのゲ

ートウェイとなっている。この仁川は，港湾都市で

あるにもかかわらず，ソウルの強力な集積の経済の

陰で，大都市に発展することはなかった。

（注 2) 詳しくは． Fujitaand Mori (1996, Appen-

dix A)を参照。

（注 3) 詳しくは． Fujitaand Mori (1996, § 4.2) 

を参照。

w 交通政策による産業立地の誘発

前節では， MとA両財を生産する“先進”地

域としての地域 1と，先進地域の農業後背地と

して， A財だけを生産する“後進”地域として

の地域 2から成る，地域経済システムを考えた。
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そこでは，地域間の輸送アクセス，つまり，港

の位置が，新都市の形成地点に大きく影響を及

ぼすことが示された。とくに，地域間の輸送ア

クセスが比較的良好な場合には（すなわち， bと

Cが十分小さいとき），人口増加に伴う地域 2に

おけるM財需要の増大により，終局的には，地

域 2にM企業が立地して都市が形成されるが，

逆に，地域間の輸送アクセスが比較的悪い場合

には（すなわち， Cが大きいとき）， M企業の地域

2への立地は起こらず，地域 2は永久に地域 l

の農業後背地として続くことになる。本節では，

前節の分析に基づいて，適切な交通政策を用い

れば，後進地域に産業立地を誘発し，地域間に

おける産業構造の偏りの是正を促す効果を持つ

ことを示す。

まず，前節と同じく，初期には，経済の人口

規模は非常に小さく，すべてのM企業は地域 l

の単一都市に集積している状況を考える。つま

り，地域 1はM財とA財の両方を生産し， M財

を地域 2に輸出し， A財のみを生産する地域 2

は， A財を地域 lに輸出している。ここでは，

単純化のために，地域 1の都市は地点bの港に

立地しているとする。その他のパラメター値は，

前節と同じものを用いるが，ここでは， C を政

策変数として変化させることができると仮定す

る。したがって， Cの値を固定した場合，地域

システムの構造変化過程は，前節で考察した，

第 1• 2 • 3ケースのいずれかである。

図2の曲線 ABCDは，港間距離cの値を固

定した場合の，人口Nの増加に伴う，地域シス

テムの空間構造の分岐点を示している。まず，

Cの値が小さいとき (O<c <O. 73) は，第 1ケ

図 2 分岐曲線 ABCDと交通政策の例

N
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（出所） 筆者作成。
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ースに相当する。つまり，Nが増大して，（c,N)

が曲線ABに達すれば，地域 2の内陸部に， 1 

つまたは 2つの新都市が形成される。逆に， C

の値が大きいとき (l.24>c)は，第2ケースに

相当し， Nが増大して，（c,N)が曲線 CDに

達すれば，地域 1の内陸部に都市が形成され，

地域 2にM企業が立地することはない。次に，

Cの値が中間であれば (0.73<c <1.24), Nが

増大して，（c,N)が曲線 BCに達したときに

地域 2に港湾都市が形成される（第3ケースに相

当）。したがって，もし (c,N)が，初期に，曲

線 CDの下に位置すれば，都市，すなわち， M

産業の地域 2への立地はないことになる。また，

図の分岐曲線は，概ね cについて減少している

ことにも注意されたい。これは，地域間距離c

が小さくなるにつれ，地域 2におけるM産業の

競争度が高まり，地域 2へのM企業の立地がよ

り困難になることによる。すなわち，地域間距

離が小さいときは，（地域 2におけるM財需要が十

分に成長して）地域 2にM企業の立地を誘発する

には，より長い時間がかかるということである。

図2は，さらに，地域間の経済距離を操作す

る交通政策によって，地域 2へのM企業の立地

を誘発する方法を示唆している。例えば，今日

における (c,N)の値が図中の点E= (0.4, 6) 
で与えられているとする。このとき，地域 2に

M企業の立地，すなわち，都市の形成を誘発す

るひとつの方法は，矢印 Iによって示されるレ

ッセ＝フェール政策で，単純に，人口規模がN

=10.35に達するまで待つことである。しかし，

実は，地域間距離 C を操作することにより，地

域 2に都市を形成させることを可能にする代替

策がある。これは，図中矢印IIによって示され

ている。つまり，現時点で，もし Cの値を0.40

集積の経済と輸送のハプ効果による都市形成メカニズム

から0.82に引き上げることができるならば．地

域 2（とくに，地点広の港）において． M財市場

の競争の低下を促し， M企業の立地を誘発する

ことができるのである。このとき．地域間輸送

費用の増大により，単一都市経済から， 2つの

同規模の港湾都市から成る二都市経済への構造

変化が起こるのである。さらに，地域 2に都市

が形成された直後に，もう一度， C を元の値ま

で減少させるとしよう。このとき，（c,N) は，

点Eまで戻るのであるが，都市における集積の

経済のために，地域 2に形成された港湾都市が

消滅することはない。したがって．矢印IIの政

策を用いれば．地域間のM財産業の分散は瞬時

にして達成されるのである（注l)。

空間経済における上記のような交通政策が．

国際貿易学における幼稚産業保護政策や開発経

済学における拠点開発政策の効果を併せ持つこ

とは明らかである。つまり，後進地域の産業育

成を促すには．短期的に先進地域との輸送アク

セスを悪化させることにより．後進地域に立地

する企業を競争から保護すると同時に，後進地

域内部においては，相対的に他地域にアクセス

の良い輸送拠点を設置することが効果的なので

ある。

しかし，上記とは逆の場合もあり得る。つま

り，先進地域との経済距離を短縮することが，

後進地域への産業立地を促す場合もある。例え

ば，今日における (c,N)の値が図中の点Fで

与えられているとする。この場合は，地域間距

離が非常に大きいため，矢印 Iのレッセ＝フェ

ール政策では． Nがどれだけ増大しても， M企

業の地域 2への立地は起こらず，都市は地域 1

内のみで増加する。ここでは．地域間距離を．

矢印IIのように，少なくとも c=cまで縮小す
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ることができれば，終局的には地域 2に港湾都

市が形成される。また，目的が，最も近い将来

に地域 2に都市を形成させることであれば，地

域間距離をでに設定することが望ましいは 2)。

上記の政策は，各地域に唯一の潜在的輸送拠

点が存在すると仮定した上で検討されたが，現

実のように，複数の輸送拠点の開発が可能な状

況でもある程度有効であると考えられる。なぜ

なら，前節の分析から明らかなように，都市形

成に集積の経済が喧要な役割を果たす場合，都

市周辺に集積の影が発生することにより，複数

地点において輸送拠点開発が可能であるとして

も．産業立地はそのうちのごく少数に集中する

傾向がある。このことは， とくに．輸送拠点開

発に大きな費用がかかる場合，拠点開発は少数

地点に集約すべきであることを示唆している。

もちろん，こうした産業の地域分散が，必ず

しも社会厚生の向上につながるとは限らないが，

第 1節で触れた，国内外における産業立地の分

散化の問題に対して有益な結果を導くことがで

きたと思われる（注3)。

（注 l) 政策 IおよびIIの実行後の都市の規模お

よび位置については， Fujitaand Mori (1995, § 4) 

を参照のこと。

（注 2) 政策 IおよびIIの実行後の都市の規模お

よび位置については， Fujitaand Mori (1995, § 4) 

を参照のこと。

（注 3) 本節で紹介された政策数値例における厚

生分析については， Fujitaand Mori (1996, § 5)を

参照。

v 結び

本論では，集積の経済と輸送ノードのハプ効

果を考慮して，これらの相互作用による都市形

Q 

成のメカニズムについて説明を与えた。さらに，

交通政策による，後進地域における輸入代替産

業の育成や人ロ・産業の過剰な一極集中の是正

などの方法を検討した。しかし，本論で紹介し

たモデルは，こうした問題に対応するに十分で

はなく，今後一層精緻化されることが望まれる。

発展方向としては，とくに次の 4点が挙げられ

る。

第 1に，本論では，港は外生的に与えられる

ものとして考えてきたが，実際には，輸送ノー

ドは，費用のかかる地方公共財として，内生的

に形成されるものであろう。地方公共財として

マス輸送システムの形成を定式化した例として

はBerliantand Konishi (1996)がある。

第2に，輸送網の空間構造（例えば，ある地域

に存在可能な輸送ノードの数および規模）は，実

際には，輸送技術，とくに，輸送密度の経済や

長距離輸送の経済など，輸送における規模の経

済の程度に依存するであろう。したがって，本

論では輸送ハブが外生的に与えられたが，現実

には，輸送網の空間構造と輸送需要を生む産業

立地行動（つまり，地域の特化パターンや都市シ

ステムの空間構造など）は，相互に依存して決定

されるものなのである。輸送における規模の経

済を考慮して，輸送網の構造と産業立地が互い

の相互作用により決定されるメカニズムを解明

した例として， Moriand Nishikimi (1998)が

ある。

第3に，本論で紹介したモデル，および，第

N節で考察した産業立地政策は，国境の導入に

より，地域間の労働移動を排除，または，制約

することにより，国際経済においても応用が可

能である。そこでは，国際的な産業立地の分散

化，および，都市システムの構造変化について
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考えることができる。

第4に，本論では，差別化の程度，輸送費用，

生産技術などが共通な，単ーグループのM財を

導入したため，出現する都市の間に，階層的な

構造は存在しない。ところが，現実には，差別

化の程度が高いほど，輸送費用が低いほど，生

産における規模の経済が大きいほど，集積の経

済も強くなる傾向があり，都市がどの産業に特

化するかによって，都市システムに階層構造が

生まれるのである。このことは，産業立地の分

散化の過程も段階的であることを示唆する。つ

まり，集積の経済が強いほど，分散化が起こり

にくいため，階層の高い産業は先進地域に残り

やすいのである。
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